
長岡市教育委員会

教育部教育施設課

中越地震を踏まえた学校づくり

資料３
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長岡市の概要

• 位置 新潟県中越地方

• 人口 約 ２７．５万人

• 世帯 約１０．５万世帯

• 面積 ８９１．０６ｋ㎡

• 広さ 東西４２．６ｋｍ

南北５９．３ｋｍ

• 気象 特別豪雪地帯

• 歴史 米百俵、天地人、

フェニックス花火
（平成２８年４月１日現在）
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合併後の市立学校数(平成28年４月現在）

学校数 合併前 H28.4.1

小学校 ３７校 ５９校

中学校 １６校 ２７校

特別支援 １校 ２校

合 計 ５４校 ８８校

寺泊
3校

和島
2校

与板
2校

中之島
4校

三島
3校

長岡
55校 栃尾

8校

越路
3校

小国
4校

山古志
2校

川口
2校

・面積 (３.４倍)
２６２ｋ㎡ ⇒ ８９１ｋ㎡

・人口 (１.４５倍)
１９万人 ⇒ ２７.５万人
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平成16年10月 新潟県中越地震

• 平成16年１０月２３日
１７時５６分頃発生

• 震源 北緯 37.3 度
東経 138.9 度
深さ 13 ｋｍ

• ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ ６．８

• 観測最大震度 ７

• 大きな余震が多発

気象庁HPより
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中越大震災の被害

新潟県全体
長 岡 市

(合併地域を含む)
人的

被害

死者 ６８人 ２８人

重軽傷者 ４，７９５人 ２，４３８人

住家
被害

全壊 ３，１７５棟 ２，１９７棟

大規模半壊 ２，１６７棟 １，４５７棟

半壊 １１，６４３棟 ７，０５２棟

一部損壊 １０４，６１９棟 ５８，８３９棟
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新築復旧 ２校（山古志小・中）

新築＋耐震補強 ２校（小国中・越路中）

耐震補強復旧 ２校（四郎丸小・上組小）

補修復旧 ７３校

被害なし ７校

被害額 約３９億円

市立学校施設の被害状況

※合併前の旧川口町を含まない
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児童生徒の人的被害なし
–地震発生が、土曜日の夕方であったため

直ちに崩壊や倒壊に至る物的被害なし
–積雪が無い時期で、余力があったため

非構造部材の被害が多くの学校にある
–児童生徒のいる時間帯ならば、人的被害も？

市立学校施設の被害の特徴
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校舎等の接続部分の破損、脱落

校舎等の内外壁のひび割れ、剥離

体育館の軒天井、壁等の落下

体育館の床の不同沈下

プールサイドの不同沈下、配管損傷

校舎、工作物周りの地盤陥没

門、塀、石像等の転倒

教材、備品類の転倒、落下

多くの学校で見られた物的被害
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接続部分の破損、脱落

学校施設の被害事例

軒天井の落下
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旧長岡市内の避難所と避難者の推移

・開設避難所数は 125箇所
・9割近くの学校が避難所に

・最大避難者数は 50,100人
・市民の４人に１人は避難

・多くの学校は４日に
教育活動を再開

一ヶ月以上の
避難生活

ﾗｲﾌﾗｲﾝの復旧

避難者の減少
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避難所の状況

屋内運動場に入りきれない
避難者は、校舎の中にも
受け入れた。
プライバシーの確保が難し
い集団生活となる。

避難活動の中心は、
屋内運動場。
グラウンドに自家用車で
乗入れ、車中に寝泊り
する避難者もいた。
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地域の避難所としての学校づくり

ほとんどの学校が避難所となり、
「地域の避難所としての学校の重要性」と
「学校を避難所として運営する上での問題」

に直面。

既存学校施設の対応 改築学校施設の対応

市立学校全校を対象に
避難所対応工事を実施
（３年間、１億円で完了）

避難所機能を強化した
東中学校、宮内中学校

の全面改築
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既存学校施設の対応

• ほとんどの学校施設が
避難所となった。

• 避難所では、市職員の
ほか、学校現場の先生
も対応に追われた。

• 全ての学校に、避難所
としての問題点を問う

アンケートを実施。

• 避難所対応工事等
(H17～H19年度 約1億円）

① スロープの設置

② 洋式便器の設置

③ ＴＶ、電話等の配線

④ 受水槽蛇口設置

⑤ ガス接続口設置

⑥ 防災物品の備蓄
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既存学校施設の避難所対応工事①②

①スロープの設置

屋内運動場の出入口にスロープを設
置

②洋式便器の設置

屋内運動場トイレの和式便
器１ヵ所を洋便器に取替え
(車椅子対応ではない）
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既存学校施設の避難所対応工事③④

③ＴＶ、電話の配線

屋内運動場にＴＶ、電話配線を設置
ＴＶ、電話は学校の既存品を使用

④受水槽蛇口設置

1人1日３リットル必要であり、９トン
の 水槽であれば、避難者が1000人
でも 3日間使える。
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既存学校施設の避難所対応工事⑤⑥

⑤ガス接続口の設置 ⑥防災物品の備蓄

災害時、プロパンガスを都市ガス器
具にも使用できるようガス変換機の
接続口を設置（都市ガス区域内） (例)更衣室・授乳室

避難所の中でプライバシー
が守れる



長岡市立東中学校の事例
昭和30年代建築のRC校舎等の老朽化に
伴い、地震前から全面改築を計画

基本計画策定中に地震が発生

中越地震の経験を設計に反映し、避難所

機能を強化！
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改築学校施設対応
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東中学校改築事業の概要

施設の概要

（１） 構造・面積 ： 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 一部鉄骨造 ３階建 １０,９５９㎡

（２） 工事期間 ： 校舎・屋内運動場 平成１９～２０年度

グラウンド 平成２１年度
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東中学校の特徴

○施設の特徴

１．各教科の指導が行いやすい学習環境（教科センター方式）

2．クラスや学年のまとまりを重視
３．通年利用可能な体育施設を充実

４．地域に開き、思い出をつなぐ学校

５．

○避難所機能の概要

１．屋内外の避難施設の連携に配慮した施設配置

２．

３．避難者の多様な要求に対応した施設・設備

４．

中越地震
の経験から
重点課題に
加える

地域の避難所としての環境を強化

降雨時等の避難活動を支援する屋根付き広場

教育エリアと避難エリアの分離
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東中学校 避難所機能の概要
降雨時等の避難活動を支援する屋根付き広場
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東中学校の配置

21

グラウンド

屋内運動場

校舎

屋外避難エリア

屋内避難エリア

教育活動エリア

東中学校 避難所機能の概要
教育エリアと避難エリアの分離

給食室

避難生活の中心

避難所から離れた
教育環境の確保

自家用車による避難

テント設営による避難

ヘリコプターの発着

救急車両の進入、

物資の搬入

救急車両の進入、

物資の搬入

防火水槽

保健室

屋根付き広場
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避難活動エリア

教育活動エリア

防災倉庫

機械室

屋内運動場 武道場

運
動
広
場

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ

給食室

開放玄関 開放時

防災備蓄物品は、
外からも中からも出せる

給水車などを乗り入れ、
炊き出しをする

水道が復旧
すれば、ここ
でも炊き出し
が可能

屋内運動場と武道場を合
せて約１０００人の
収容が可能な広さ

武道場は畳敷きで、
高齢者等の避難に
適している

扉を閉めれば、
避難活動の場
と教育活動の場
を仕切れる

屋根付き広場避難時

保健室 中
庭

技能系
教室群

教務室

昇降口
多目的ホール

雪や雨の心配をせずに、
救援物資の搬入、
ケガ人の搬送などの
屋外活動が可能

落ち着いた
教育環境の
確保が可能

１階部分
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避難活動エリア

教育活動エリア 教育活動エリア

特別活動室
（和室）

音楽室

集団生活に馴染めない
避難者を収容したり、
授乳活動等ができる

国語の
教室群

英語の
教室群

社会の
教室群

図書館 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

教室群は２階、
３階にあるため、
避難所のある
１階の影響は
少ない

理科の
教室群

数学の
教室群

２階部分 ３階部分
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防災倉庫 機械室

体育館 武道場
ｽﾎﾟｰﾂ
広場 給食室

便所、ｼｬﾜｰ

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ

ﾋﾞｯｸﾞﾙｰﾌ
（屋根付き広場）

保健室

投光器、発電機、
ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙﾊｳｽ等
防災備品を保管

ケーブルテレビ配線、
電話配線等を完備

武道場は畳敷きで、
簡易暖房もあり、
高齢者等の避難に
適している

避難者
救援物資

段差が無く、雨の日
でも出入りが容易

ケガ人や病人の
応急対応が可能

ｽﾀｯﾌの詰所や
健康相談の会場

車椅子用便所、
男女洋式便器、
温水シャワー室

給水車の乗り入れ可能
物資搬入も可能のため
ここで炊き出しをする

水道復旧後は
ここでも

炊き出し可能

東中学校 避難所エリアでの活動
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防災倉庫

機械室

ｽﾎﾟｰﾂ
広場

ｻｰﾋﾞｽﾔｰﾄﾞ

給食室

便所、ｼｬﾜｰ

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ

体育館

投光器、発電機で
電源車到着までの
灯りを確保

受水槽には
避難者が

３日間使える飲
料水を確保

地下水槽に
雨水を貯めて
トイレの流し水
を確保

ガス変換装置を
接続すれば
ＬＰガスで
調理ができる

電源車を接
続すれば
避難所の照
明を確保でき

る

電話配線に接続して、
災害対策本部と
ＦＡＸ連絡が可能

ケーブルテレビにより、
災害対策会議が

リアルタイムで見れる

東中学校 情報・ライフライン対策
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長岡市の避難所

区 分 箇所数 左記のうち学校

指 定 避 難 所 ２４４ ８４

うち地区防災センター ５１ ４２

※地区防災センター
拠点となる指定避難所。負傷者の状況に応じて救護所を開設し、医療
救護を実施する。

震災の場合
震度５強以上：地震の発生をもって避難所を開設。
震度５弱以下：危機管理防災本部→施設管理部署

必要に応じて開設指示
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地区防災センター関係者会議の実施と

避難所施設の利用計画の確認

地区防災センター関係者会議
毎年度当初開催。防災センター長、校長等が参加。
顔の見える関係を構築。

（避難所運営マニュアル）
施設利用計画の確認

避難所として利用可、不可の場所、設備を、事前
に、避難所職員と学校とが確認しておく。
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避難所の開設
（避難所運営マニュアル）

施設・設備の安全・機能の確認（チェックリスト）
・避難所職員と施設管理者とが、目視で確認
→危険と判断：避難者は収容しない。
→危険と判断するに至らない程度の損傷があった場合：

建築技師による応急危険度判定を実施。

避難所のカギは、避難所職員も管理(市有施設のみ）

「避難者名簿」の作成
・自主防災会（町内会）等の協力を得ながら作成し、避難
者の把握に活用。

要配慮者は、避難所内の適した場所へ誘導
・福祉避難所が開設された場合は、そちらに移動
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報告先

長岡市災害対策本部 様式１
TEL ０２５８－３９－２３４０

FAX ０２５８－３９－２２８３

e-mail bousai@city.nagaoka.lg.jp

避難所開設チェックリスト兼開設等報告書

(地区防災センター等名)

年 月 日 時 分報告 報告者：

項
番

項 目 緊 急 対 応 確 認 備 考

1 建物の安全確認

隣接の建築物・崖地等の影響が無いか。 □

火災の発生は無いか。 □

崩壊・倒壊は無いか。 □

柱、外壁の傾きは無いか。 □

基礎と建物にずれは無いか。 □

窓枠の変形・損傷が無いか。 □

柱、壁に大きなひび割れや亀裂が無いか。 □

ガス漏れ、漏水、漏電は無いか。 □

2 収容場所の安全確認
落下、転倒しているものは無いか。 □

余震等により落下、転倒しそうなものは無いか □

3 避難ルートの安全確認
窓ガラスなどの危険な落下物は無いか。 □

開閉できない出入口が無いか。 □

4 ライフラインの確認

電気が使えるか。 □

（携帯）電話、ＦＡＸが使えるか。 □

放送設備が使用できるか。 □

上水道が使えるか。 □

トイレが使えるか。 □

5 その他特記事項

避難所の開設の可否（いずれかに○）

◆ 可 （開設日時 月 日 時 分 概算避難者数 人）

※応急危険度判定 要 ・ 不要

◆ 不可

ﾁｪｯｸﾘｽﾄによる
避難施設確認

項番1のすべ
てにﾁｪｯｸが
あるか

開設（受入）可能

危険と
判断されるか

施設に気に
なる損傷が
あるか

開設（受入）可能

避難者の受入中止
（退去を誘導・広報）

開設（受入）可能
危機管理防災本部に
応急危険度判定を依頼

避難者受入開始
（又は中止）後、
災害対策本部に

報告

避難所開設チェックリスト兼開設等報告書
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避難所の運営

（避難所運営マニュアル）

避難所運営委員会の設置
→自主的で円滑な避難所運営を行う
→情報の共有

・地区防災センター職員(市職員）
・施設管理者・職員（市職員・学校）
・自主防災会(町内会)役員
・ボランティア（必要に応じて）

（地域防災計画）

学校は、市民・地域、行政と協働で、避難
所の開設・運営にあたる。
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震災時の学校の対応

長岡市地域防災計画

①各学校が策定した「学校防災計画」に基づき、
児童・生徒の安全を確保。

②避難所の開設、運営に協力する。

③教育場所の確保と授業の早期再開。

「震災－対応はここがポイント（中越大震災が残
したノウ・ハウ）」-----各学校の経験に基づいたもの
（長岡市・古志郡小学校長会 H17.3月作成）

「中越大震災に学ぶ 震災対応マニュアル」
（長岡市小・中・養護学校教頭会H17.10月作成）
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